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※「分配金込基準価額」は、分配金（税引前）を分配時にファンドへ再投資したものとみなして計算しています。※基準価額の計算において、運用管理
費用（信託報酬）は控除しています。※当ファンドの信託報酬率は、ファンドの純資産総額の一定の増加により逓減する仕組みとなっており、当レポー
ト作成基準日現在、年率1.265%（消費税込）です。

※「基準価額」およびその「前月末比」は分配落後です。※「騰落率」は、基準日から過去に遡った期間です。税引前分配金を分配時にファンドへ再投
資したものとみなして計算しています。※分配金実績は、将来の分配金の水準を示唆あるいは保証するものではありません。※収益分配金は委託会社が
決定します。分配を行わない場合もあります。

月次レポート  作成基準日 2026年2月27日

コモンズ３０＋しずぎんファンド
追加型投信 / 内外 / 株式

基準価額の推移
2014年12月29日 ～ 2026年2月27日

(億円)(円)

純資産総額(右軸)

分配金込基準価額(左軸)
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運用実績
2014年12月29日 ～ 2026年2月27日

基準価額

30,816 円

(前月末比)

+3,438 円（12.56%）

純資産総額

21.6億円

(前月末比)

+2.5億円（13.16%）

騰落率(分配金込)

期間 騰落率

1ヵ月 12.56%

3ヵ月 18.99%

6ヵ月 29.62%

1年 41.72%

3年 76.66%

5年 100.36%

10年 240.88%

設定来 208.16%

分配金（1万口当たり、税引前）

決算期 分配金

2021年12月 0円

2022年12月 0円

2023年12月 0円

2024年12月 0円

2025年12月 0円

設定来合計 0円
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※「業種別構成比」「未来コンセプト別比率」「組入上位10銘柄」に関しては、マザーファンドについての記載になります。※各比率はマザーファンド
の純資産総額を100％として計算しております。四捨五入の関係で合計が100%にならない場合があります。※その他とは現金等を指します。
◎「未来コンセプト」とは、当ファンドが行っている業種分類です。以下のように10種類に分類を行っております。「資源・エネルギー」「新素材」
「精密テクノロジー」「ウェルネス」「生活ソリューション」「社会インフラ」「未来移動体」「快適空間」「地球開発」「ライフサイクル」

ポートフォリオの構成比

種別 比率
コモンズ30ファンドマザー 90.7

しずおかフィナンシャルグループ株式 8.0
現金等・その他 1.3

構成銘柄数 31社

 

ポートフォリオの状況

組入上位10銘柄

  銘柄 未来コンセプト 銘柄概要 組入比率

業種別比率

機械 20.2%

化学 18.0%

電気機器 14.1%

卸売業 8.1%

その他製品 7.1%

小売業 6.4%

サービス業 6.2%

食料品 4.8%

情報・通信業 3.3%

金属製品 3.0%

輸送用機器 2.6%

医薬品 1.9%

その他 4.4%

未来コンセプト別比率

精密テクノロジー 14.6%

ウェルネス 14.5%

新素材 14.1%

生活ソリューション 11.6%

ライフサイクル 10.0%

快適空間 8.8%

資源・エネルギー 8.1%

地球開発 7.1%

社会インフラ 4.3%

未来移動体 2.6%

その他 4.4%

1 味の素 ウェルネス
「食と健康の課題解決企業」としての認知を広め、コーポレートブ

ランド価値向上を目指す
4.8%

2 ディスコ 精密テクノロジー kiru、kezuru、migaku、世界を代表する精密加工装置メーカー 4.4%

3 旭化成 新素材 絶え間ない事業転換を続ける伝統企業 4.3%

4 丸紅 資源・エネルギー 規律ある経営で収益を積み重ね、いつか総合商社ナンバースリーに 4.3%

5 日立製作所 社会インフラ インフラとＩＴをつないで、社会課題を解決する 4.3%

6 信越化学工業 新素材 戦略的なポジショニングに優れ、素材メーカー随一の収益性 4.2%

7 東京エレクトロン 精密テクノロジー 創業時のエネルギーが脈々と続く「革新」を続けるグローバル企業 3.9%

8 三菱商事 資源・エネルギー 変化に強い組織力で、進化し続ける 3.8%

9 クボタ 地球開発 食糧供給の屋台骨、スマート農業で世界を変える 3.8%

10 アシックス ライフサイクル 世界の人々の足元を支え、心と身体が健康で居続けられる世界へ 3.6%



○当資料は金融商品取引法に基づく開示資料ではありません。 ○投資信託は設定・運用を投資信託会社が行う商品です。
3 / 10

組入比率と組入銘柄については、マザーファンドについての記載となります。

運用状況

◎運用レビュー
当月のファンドの月間リターンは＋12.56％の上昇となりました。

◎運用責任者メッセージ

2月の内外株式市場は、年初からのAI・半導体相場の流れが継続し、韓国、タイ、台湾、日本などのアジア地
域の株価指数が特に堅調でした。昨年来、米国株のパフォーマンスが相対的に落ちる中、アジア、欧州株が
好調を維持しています。国内では、高市首相による解散総選挙で、与党・自民党が大勝して高市政権への期
待が高まり、日経平均株価、TOPIX（東証株価指数）ともに史上最高値を更新しました。
業種別では、東証33業種のうち非鉄金属、不動産業、ガラス土石が騰落率上位となり、サービス業、情報通
信、その他製品が下位となりました。

当マザーファンドは、月間で＋11.75％上昇し、投資先30銘柄中23銘柄が値上がり、7銘柄が値下りとなり
ました。同期間の
TOPIX（東証株価指数；配当込）は＋10.47％の上昇、日経平均株価は＋10.37％の上昇となりました。当
ファンドは、1月に続き、設定来高値を更新することが出来ました。

当ファンドの株式の組入比率は、95.6％と前月比0.3％の低下となりました。個別銘柄の月間騰落率では、
味の素（＋41.14％）、クボタ（＋34.04％）、三菱商事（＋29.12％）が上位3銘柄となりパフォーマン
スをけん引しました。下位3銘柄は、KADOKAWA（▲11.38％）、任天堂（▲10.54％）、楽天G（▲1
0.48％）でした。当月、上場来高値を更新した銘柄は12銘柄、年初来高値を更新した銘柄も18銘柄ありま
した。また、1月から新規組入を開始した銘柄は、（4980）デクセリアルズでした。組入れが完了しました
ので、銘柄開示を行っています。担当アナリストによる銘柄コメントもご覧ください。

さて、中東情勢の緊張により、短期的には地政学的リスクへの警戒から世界の株式市場に調整の動きが見ら
れました。原油価格の動向や物価への影響について注視が必要な状況になっています。一方で、総選挙での
大勝を背景に高市政権の政策推進力が高まることが期待されます。中東情勢が落ち着いていけば、日本株は
海外投資家を中心とした買いから上昇トレンドに回帰すると考えています。いずれにしても、私たちは、
個々の企業の状況を長期的な視点で捉え、丁寧な調査と運用を続けてまいります。NISAの成長投資枠で購入
可能な国内アクティブファンドである当ファンドを、今後ともどうぞよろしくお願い申し上げます。
                        

 

最高運用責任者 伊井 哲朗

■新規組入銘柄

（4980）デクセリアルズ
デクセリアルズは、1962年にソニーケミカルとして創業し、2012年にソニーから独立し現社名になってい
ます。液晶ディスプレイから始まり、ノートパソコン、モバイル機器、そしてスマートフォンと、テクノロ
ジーの進化に貢献する製品を提供しながら成長してきました。しかし、モバイルITのディスプレイ材料がコ
ア事業となると業績の波が大きくなり、デバイスの需要動向次第では利益を大きく落とすこともありまし
た。

そのような状況下、2019年に現在の新家社長が社長に就任して以降の経営改革により、安定的に高収益をあ
げることが可能な企業に生まれ変わりました。このトラックレコードから収益力と経営力について高く評価
していることに加え、グローバルトップシェアの製品を数多く有する競争力、徹底的に顧客のニーズを先回
りしようとする企業文化、より良い情報開示を求め続ける貪欲な姿勢から感じられる対話力を総合的に評価
しました。

これからもテクノロジーのトレンドは変わっていくでしょうが、そうした中でも常に先回りしてその時代に
求められる製品を提供し続けてくれることを期待しています。

シニア・アナリスト/ESGリーダー  原嶋 亮介

投資委員会メンバー

〇伊井哲朗、上野武昭、末山仁、原嶋亮介、古川輝之、金子敬行/〇は最高運用責任者
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新規組入投資先

なし

今月のピック！

■（6856）堀場製作所

堀場製作所が2月12日に発表した2025年12月期通期実績は、売上高が前年同期比＋5.0％、営業利益が同＋
9.7％と増収増益を達成し、5年連続で過去最高業績を更新しました。エネルギー・環境フィールドおよび先
端材料・半導体フィールドが売上成長を牽引しました。
エネルギー・環境フィールドでは、欧州および米州におけるEVシフトの鈍化を背景に、ハイブリッド車開発
向けの燃焼計測などの需要が増加し、増収増益となりました。先端材料・半導体フィールドでは、生成AIな
どを背景とした先端半導体需要の拡大により、主にアジアにおいて半導体製造装置メーカー向けの販売が増
加し増収を確保しましたが、新製品開発投資の増加などにより減益となりました。
2026年12月期の業績見通しは、売上高が前年同期比＋3.6％、営業利益が同＋5.6％と、さらなる増収増益
を計画しています。中長期経営計画「MLMAP2028」は今期で3年目に入りますが、市場環境の変化を踏ま
え、8月に見直しを行う予定です。生成AIに牽引される半導体ビジネスの拡大や、内燃機関関連投資の回帰に
伴う事業成長が期待される一方、水素関連事業やメディカル事業など一部領域では、市況変化を踏まえた戦
略の再構築が焦点となりそうです。

シニア・アナリスト 末山 仁

 

■（7936）アシックス

アシックスの2025年12月期決算は、売上高は前年同期比19.5%増、営業利益は同42.4%増という結果でし
た。すべてのカテゴリー、すべての地域で売上成長しているという好決算ですが、カテゴリーでは「スポー
ツスタイル（スニーカー、43.6%増）」と「オニツカタイガー（43.0%増）」、地域では日本はもちろんで
すが、東南・南アジア（33.4%増）、欧州（25.9%増）で大きく伸ばしているのが目立ちます。日本では、
中国からのインバウンド旅行客の減少影響は一定程度受けているものの、米国、フィリピン、台湾などから
の顧客に対する売上で補い、高成長を継続しています。カテゴリーと地域の分散が効いており、局所的な景
気変動やトレンドの変化では大きく崩れることのない強靭な事業ポートフォリオであることを改めて実感さ
せられます。また、同時に発表した2026年12月期の業績予想でも、売上高は17.2%増、営業利益は20.0%
増と引き続き高い成長を計画しており、グローバルでさらに存在感を高めていくことが期待されます。

シニア・アナリスト/ESGリーダー 原嶋 亮介

■（8058）三菱商事

今年1月、三菱商事は、米国のテキサス州およびルイジアナ州のまたがるエリアでシェールガス事業を手がけ
る「Aethon社」の株式等の全持分を総額約52億ドルで取得することに合意しました。負債を加えた買収総
額は約1.2兆円（158円/USドル換算）となり、27年3月期第1四半期頃までに取得を完了する予定です。同
社が想定する業績インパクトは、営業収益キャッシュフローで2,700～3,000億円/年、純利益で700〜800
億円/年です。
三菱商事のグローバルでの天然ガス事業は長い歴史があります。1969年の米アラスカでのマーケティング輸
入代行を皮切りに、各地域でLNG（液化天然ガス）事業に参画し、日本および日本以外への天然ガス調達に
役割を果たしてきました。今回「Aethon社」の買収により、AI需要などでガス需要が高まっている米国で
大きなビジネス基盤が構築され、三菱商事への業績の押し上げ効果も期待されます。同社の純利益は24年3
月期以降減益基調ですが、今回の買収が27年3月期以降の業績回復に貢献することを期待します。

シニア・アナリスト 上野 武昭
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2027年からこどもNISAスタート！

昨年末に閣議決定された令和8年度税制改正大綱で、2027年1月から「こどもNISA」が新設されることが盛
り込まれました。

「こどもNISA」は0歳から17歳の未成年が対象です。つみたて投資枠
で年間60万円（最大600万円）まで非課税で運用できるようになりま
す。最大の特徴は12歳から引き出しが可能になる点で、中学・高校の
教育資金にも柔軟に活用できるようになります。

一方、現在の成人向けNISA口座では、つみたて投資枠と成長投資枠合
計で年間360万円（最大1,800万円）まで非課税で運用可能です。ご
両親だけで、すでに大きな非課税枠が存在していますので、「こどもN
ISAの必要性はあるのか？」とお考えの方もいらっしゃるでしょう。

私は「こどもNISA」には資産運用という経済的効果だけではなく、こ
どもたちの成長において有意義な効果があると考えています。それは、
少額であっても自分名義の資産を持つことがこどもの金融リテラシーの
向上に寄与する、ということです。

 

私たちは以前から、幼少期からの金融教育の重要性を「こどもトラス
ト」を通じてお伝えしてきました。これは単に投資の方法を学ぶという
ことではなく、お金に対する価値観を育むことだと考えています。

例えば、働いて得た収入には、そこに「ありがとう」がある。またお金
には4つの使い方があり、自分のために「使う」や「貯める」だけでな
く、みんなのために「投資」や「寄付」という使い方がある。こうした
ことを、こどもたちと丁寧に対話しながら伝えてきました。

さらに、実際に4つの使い方を実践できるように貯金箱を作って使い分けしてみるように促したり、投資先企
業や寄付先にご協力いただき、投資や寄付の価値を体感できるイベントやセミナーを定期的に開催したりし
ています。

投資先企業や寄付先の活動を知るということは、「どのような人たちが、どんな想いで社会を支えているの
か」を知ることでもあります。画面越しで知る情報と異なり、リアルな体験は、こどもたちの記憶により深
く残ります。こうした経験が、将来「投資とは何か」「社会とどう関わるのか」を考える土台になればと考
えています。

コモンズ投信は、これからも「こどもトラスト」を通じて、こどもたちと一緒におかねの価値を育む存在で
ありたいと思います。

マーケティング部  小暮  みなみ
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ちょっといい話

【不確実性が高い時こそ未来のための積立投資を】

こんにちは。渋澤健です。
2月の日本の株式市場を振り返ると、最大の出来事は、やはり衆議院選挙において高市自民党の圧勝が引き金
となった高揚感でありましょう。日経平均株価は、一時は5万9,000円台という未知の領域へと足を踏み入れ
ました。

AIや次世代半導体、量子技術、さらには核融合や宇宙開発、防衛技術などを含む「成長投資17分野」を高市
政権が特定したことが強い追い風になりました。「責任ある積極的財政」が、日本を再び世界の技術大国へ
導くのであれば、長期投資家としては歓迎すべき展開です。

また私は2月下旬に経済同友会の米州ミッションでワシントンD.C.とニューヨークを訪れましたが、アメリ
カ側は5,500億ドル（約85兆円相当）に及ぶ投資の日米政府の合意の実現性に関心が高かったです。
ただし2029年1月までの3年間という期限で、これほど巨額の投資が実行できるか、という高いハードルが
ありますし、そもそも利益配分は日本側が投資を回収するまでは折半で、回収後は「米国90％：日本10％」
になるという、投資案件として異例で理解しがたい条件であるという留意点もあります。
そもそも「関税リスク」の軽減のために交渉された本合意ですが、米高裁によるトランプ関税が違憲である
という判決に、関税の行方や徴収された税の還元という不確実性が高まりました。
「責任ある積極的財政」の進め方に再び日本国債市場が動揺するような展開になれば、長期金利は上昇しま
す。仮に2030年ごろに金利が3％まで上昇しているようでしたら政府の国債費（利払い＋元本償還）は年35
兆円〜40兆円と推計されています。一方、団塊の世代がすべて85歳以上に達し始める時期であり、社会保障
費は 年間で約42兆円〜45兆円に推移するようです。
社会保障費の伸びが毎年5,000億〜8,000億円程度であるのに対し、金利が1%上昇するだけで利払い費は数
年かけて数兆円単位で膨れ上がります。つまり、「高齢化対策」よりも「利払い対策」に予算を割かなけれ
ばならない現象が起こり、長期投資家としては気になる展開です。

また、積極的な財政政策が継続されれば、円通貨の量が増え、価値が下がり、日本は「円安」の悪夢から逃
れることができません。円安は輸出製造業など一部の業種にメリットありますが、食品・エネルギーを輸入
する日本全体にとっては、「強い経済」の好材料にはなりません。

これらリスクに加え、2月末に米国がイランを攻撃し、終息まで44～55週間超えもあり得るとトランプ大統
領は表明しています。それは作戦が上手くいっての話だと思いますので、どのように展開するかはわかりま
せん。
加えて、日本の原油輸入量の約9割がイランの支配下にあるホルムズ海峡を経由しますので、原油高・円安の
ダブルパンチで物価上昇につながるリスクが更に高まりました。今後の行方に留意は必要ですが、こうした
時ほど、冷静に積立投資を継続いただき、しっかりと未来へ歩み続けていきましょう。

取締役会長 渋澤 健
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販売会社名 登録番号

加入協会

日 本 証 券 業 協 会

一 般 社 団 法 人

日 本 投 資 顧 問 業

協 会

一 般 社 団 法 人

金 融 先 物 取 引 業

協 会

一 般 社 団 法 人

第 二 種 金 融 商 品

取 引 業 協 会

株式会社静岡銀行 登録金融機関 東海財務局長（登金）第5号 〇 〇

マネックス証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第165号 〇 〇 〇 〇

静銀ティーエム証券株式会社 金融商品取引業者 東海財務局長（金商）第10号 〇

株式会社 SBI  新生銀行 (委託金融商品取引

業者 マネックス証券株式会社)

登録金融機関 関東財務局長（登金）第10号
〇 〇

当ファンドは、NISA制度における「成長投資枠」の対象商品ですが、販売会社により取扱いが異なる場合があります。詳しくは、各販売会社にお問い合
わせください。

販売会社一覧
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基準価額の変動要因

当ファンドは、値動きのある有価証券等に投資するため、その基準価額は変動します。したがって、お客さま（受益
者）の投資元本は保証されているものではなく、基準価額の下落により損失を被り、投資元本を割込むことがありま
す。委託会社の運用により生じるこうした基準価額の変動による損益は、すべてお客さま（受益者）に帰属します。な
お、投資信託は預貯金と異なります。
お客さま（受益者）には、当ファンドの内容・リスクを十分にご理解のうえ、ご投資の判断をしていただくよう、よろ
しくお願い申し上げます。
なお、下記のリスクはすべてのリスクを網羅しているわけではありませんので、ご注意ください。

基準価額の変動要因となる主なリスク

株価変動リスク 当ファンドは実質的に国内外の株式を組入れるため、株価変動の影響を大きく受けます。一般に株
式の価格は、個々の企業の活動や業績、国内および国外の経済・政治情勢などの影響を受け変動し
ます。株式の価格が下落した場合には基準価額は下落し、投資元本を割込むことがあります。

流動性リスク 有価証券等を売却あるいは取得しようとする際に、市場に十分な需要や供給がない場合や取引規制
等により十分な流動性の下での取引が行えない、または取引が不可能となる場合が生じることを流
動性リスクといいます。この流動性リスクの存在により、組入銘柄を期待する価格で売却あるいは
取得できない可能性があり、この場合、不測の損失を被るリスクがあります。

為替変動およびカントリーリスク 外貨建資産を組入れた場合、当該通貨と円との為替変動の影響を受け、損失を生ずることがありま
す。また、当該国・地域の政治・経済情勢や株式を発行している企業の業績、市場の需給等、さま
ざまな要因を反映して、当ファンドの基準価額が大きく変動するリスクがあります。

投資リスク

その他の留意点

●当ファンドのお取引に関しては、金融商品取引法第37条の6に定める「書面による契約の解除」（いわゆ
るクーリング・オフ）の適用はありません。
●当ファンドは、大量の解約が発生し短期間で解約資金を手当てする必要が生じた場合や主たる取引市場に
おいて市場環境が急変した場合等に、一時的に組入資産の流動性が低下し、市場実勢から期待できる価格で
取引できないリスク、取引量が限られてしまうリスクがあります。これにより、基準価額にマイナスの影響
をおよぼす可能性や、換金のお申込みの受付が中止となる可能性、すでに受付けた換金のお申込みの受付が
取り消しとなる可能性、換金代金のお支払いが遅延する可能性があります。
●当ファンドは30銘柄程度への集中投資および株式会社しずおかフィナンシャルグループ株式へ最大10％程
度の投資を行うため、他のファンドに比べ1銘柄が全体に及ぼす影響が大きくなる傾向にあります。そのた
め、各種リスクが比較的高くなる
可能性があります。
●当ファンドは、ファミリーファンド方式で運用を行います。そのため、当ファンドが投資対象とするマザ
ーファンド受益証券を投資対象とする他の投資信託に追加設定・解約等に伴う資金変動等があり、その結果
としてマザーファンドの組入有価証券の売買等が生じた場合には、当ファンドの基準価額に影響がおよぶ場
合があります。
●収益分配金は、預貯金の利息とは異なります。収益分配金の水準は、必ずしも計算期間におけるファンド
の収益の水準を示すものではありません。収益分配は、計算期間に生じた収益を超えて行われる場合があり
ます。投資者の購入価額によって
は、収益分配金の一部または全部が、実質的な元本の一部払い戻しに相当する場合があります。ファンド購
入後の運用状況により、分配金額より基準価額の値上りが小さかった場合も同様です。収益分配の支払い
は、信託財産から行われます。
従って純資産額の減少、基準価額の下落要因になります。
●投資信託は、預貯金や保険契約とは異なり、預金保険機構、貯金保険機構および保険契約者保護機構の保
護の対象ではありません。また、証券会社を通じて購入していない場合は投資者保護基金の支払いの対象と
はなりません。
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投資者が直接的に負担する費用

購入時手数料 販売会社が、別途定める購入申込手数料を申し受ける場合があります。なお、販
売会社における購入申込手数料率は3.3％（消費税込）が上限となっております。

換金手数料 ありません。

運用管理費用（信託報酬） ファンドの純資産総額に年率1.265％（消費税込）を上限とした率を乗じて得た
額とします。 信託報酬は、純資産総額の一定の増加により逓減する仕組みになっ
ています。

信託財産留保額 ありません。

その他の費用・手数料 当ファンドに組み入れる有価証券等を売買する際の売買委託手数料およびこれに
かかる消費税等相当額などの実費が投資信託財産より控除されます。また、目論
見書・運用報告書等作成費用、監査費用、信託事務に要する諸費用等として、純
資産総額に対して年率0.11％(消費税込)を上限として投資信託財産より控除され
ます。上記の手数料(費用)等の合計額については、運用状況、保有機関等に応じ
て異なりますので、上限額等を事前に示すことができません。

ファンドの費用
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その他 商品分類 追加型投信/内外/株式

信託設定日 2014年12月29日

信託期間 無期限（ただし、ファンドの残存口数が10億口を下回った場合等には
信託期間の途中で信託を終了させることがあります。）

決算日 原則として毎年12月18日（休業日のときは、翌営業日を決算日としま
す。）

分配方針等 毎決算時に、委託会社が基準価額水準、市況動向等を勘案して決定しま
す。ただし、分配対象額が少額の場合には分配を行わないことがありま
す。当ファンドは分配金再投資専用です。 よって、分配金は税金が差
引かれた後、自動的に再投資されます。なお、収益の分配に充てなかっ
た利益については、運用の基本方針に基づいて運用を行います。

購入単位 販売会社によって異なります。詳しくは販売会社にお問合せください。

購入価額 購入申込日の翌営業日の基準価額

換金単位 販売会社によって異なります。詳しくは販売会社にお問合せください。

換金価額 換金申込日の翌営業日の基準価額

換金代金の支
払い開始日

換金申込日から起算して5営業日

申込締切時間 購入・換金ともに原則毎営業日の午後3時30分までです。 午後3時30
分を過ぎてのお申込みは、翌営業日のお申込みとして取扱います。

委託会社 コモンズ投信株式会社
〒107-0062 東京都港区南青山2-5-17　ポーラ青山ビル16階

・金融商品取引業者
・関東財務局長（金商）第2061号
・加入協会 一般社団法人投資信託協会　一般社団法人 日本投資顧問業協会

お問い合わせ先
■コールセンター（受付時間／平日 午前10時～午後4時）03-5860-5706
■ウェブサイト　https://www.commons30.jp/

R e l . 12855  2026 -03 -06  10 :32 :37  +0900

お申込みメモ

ご注意事項

本資料は、コモンズ投信が投資家の皆さまに情報提供を行なう目的で作成したものです。
ファンドの組入銘柄の参考情報を提供することを目的としており、特定銘柄の売買などの推奨、また価格などの上昇
や下落を示唆するものではありません。
このレポートは、信頼性が高いと判断された情報等に基づいて作成しておりますが、その正確性・完全性を保証する
ものではありません。記載された意見・見通し等は作成日時点のものであり、将来の株価等の動きやファンドの将来
の運用成果を保証するものではありません。また、将来予告なしに変更される場合もあります。
投資信託の取得を希望される方は、コモンズ投信または委託会社が指定した販売会社でお渡しする投資信託説明書
（交付目論見書）を必ずご確認のうえ、ご自身の判断でお申し込みください。

関係法人


